日中活動サービスにかかる原則日数を超える理由書

・利用者氏名　　（　　　　　　　　　　　　　）　・受給者番号（　　　　　　　　）







・申請サービス　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　









・原則日数を超えて利用する理由　

















雲仙市福祉事務所　　様

上記のとおり、理由書を提出します。






平成    　年　　　月　　　日
　　　　　

　事業所名　　











㊞
※原則越えの取り扱いとは…　　事務処理要領抜粋
原則として一人の障害者が一月に利用できる日数（支給量）は、「原則の日数」を上限とすることを基本とする。

ただし、次の場合には、原則の日数を超える支給量を定めることが可能なものとする。

①日中活動サービスの事業運営上の理由から、「原則の日数」を超える支援が必要となる場合は、都道府県へ届け出ることにより、当該施設が特定する３ヶ月以上１年以内の期間（以下、「対象期間」という。）において、利用日数の合計「原則の日数」の総和の範囲内であれば利用することが出来るものとする。

②　①に該当しない場合であっても、心身の状態が不安定である、介護者が不在で特に支援の必要があるなど、利用者の状態等に鑑み、市町村が必要と判断した場合には、「原則の日数」を超えて利用できるものとする。

※日中活動サービス…生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援
原則超えの判断の基準（雲仙市）
・優先順位
原則日数＞①総和の範囲での利用＞②原則日数超え

×届出を出していないから

×原則超えの体制で今まで行ってきたから

・対象者の生活状況

在宅　単身
○身体及び精神の状態が不安定で、日中一人で過ごすことが出来ないと判断される。

○発作等の病気があり、常時見守りが必要である。

×食事の準備等日常生活に支障はないが、生活リズムを崩さないため。（特に支援が必要と判断できないため）
在宅　家族と同居

○家族が働いており、日中誰も支援する人が居ない。

○同居家族が高齢者・障がい者・児童で、家族が支援できる状況にない。

△家族が家にいるが、支援しようとしない（内容により個別協議が必要）

グループホーム

グループホーム利用者は基本的に原則を超える特例の対象としない。

＜理由＞

グループホームは夜間においての支援体制になっている。土日を余暇として過ごせることを前提にしており、余暇の支援はグループホームで行うこととなっている。また、グループホームは利用者の身体及び精神の状況に応じた必要な支援を行うことができるよう、関係機関との連携及び適切な支援体制を確保しなければならないとされているため。（法第５条１５項、法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準　第２１１条の２、同第２１１条の２参照）
ただし、下記のように特に支援の必要性があると判断できる場合には、特例の対象とする。
○行動援護の認定を受けており、明らかに常時の支援が必要である。

○盗癖や異性とのトラブルや徘徊など、常時の見守りが必要である。

△きっかけがあり、一時的に不安定である。（認定期間を限定。数ヶ月ごとに確認が必要）

×今の支援体制では対応できない。（支援体制の見直しが優先）

・その他

○意欲の低下により、食事等の日常生活を自分でできないことがある。

△区分が高い。（区分での一律の判断ではなく、支援の必要性で判断）

△現在は落ち着いているが、原則にすることで心身の状態が不安定になる恐れがある（精神症状に変動があり、悪化時に実際に何らかの支援をしている場合には可、支援は行っていないが恐れがあるのみでは不可）
※理由書には生活状況や精神状態、必要な支援の内容等を詳細に記載してください。

利用者の状態、生活環境、特に必要な支援を具体的に記載してください。





基準表は雲仙市独自のものです。原則超えの認定の整理を行うものであり、一律に原則日数での支給を行うものではありません。基準表で判断に迷う場合には、個別対応しますので、ご連絡ください。








